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9月議会へ①予防ワクチン助成やがん対策について

　子宮頸がんや細菌性髄膜炎などの病気から女性や子どもを守る予防ワクチン。こうしたワクチンの接種は任意のため、全額自己負担が原則ですが、経済的負担を軽減するため、公費助成に取り組む自治体が広がっていることが、厚生労働省の調査で明らかになりました。
　調査は今年３月、厚労省が都道府県を通じて全市区町村を対象に実施し、定期や任意を含む予防接種への公費助成の状況（実施予定も含む）などについて、１７４４市区町村から回答（一部、６月に再度、追加調査を含む）を得ての集計結果によりますと、子どもの細菌性髄膜炎の原因となるヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）の予防ワクチンについて、公費助成を行う自治体は、２０４自治体（１１・７％）に上ります。公費助成を始めた市区町村は、2008年度は４自治体だったのですが、09年度には５７自治体、10年度は１４３自治体に急増しています。助成額も、「３０００円～４０００円未満」を助成する自治体が４４・１％を占めています。

　また、ヒブに次いで細菌性髄膜炎の原因となっている肺炎球菌の小児用予防ワクチンに公費助成を行う市区町村は11自治体（0.6％）あります。うち36.4％の自治体が、助成額が５０００円以上となっています。

　一方、子宮頸がんの主な原因となるヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）のワクチンについて、114自治体（6.5％）が公費助成を行い、うち78自治体（68.4％）が1万2000円以上の助成を行っていることも明らかになっています。

　私たち公明党は国会議員や地方議員が連携し、ヒブワクチンや小児用肺炎球菌ワクチン、ＨＰＶワクチンなどの予防接種への公費助成を訴えてまいりました。

　こうした取り組みにより、例えば、東京都や兵庫県は、管内の自治体がヒブワクチンの予防接種に対して公的助成を行う場合、その費用を補助する独自の支援策を展開。肺炎球菌ワクチンについては、東京都千代田区などが助成を行っています。

　ＨＰＶワクチンも、公明党山梨県本部女性局の要望が実り、同県内全市町村で助成が実施される予定で、広がりを見せています。

　さらに、私たち公明党は7月に、子宮頸がんの予防接種を全額国費で補助することなどを柱とした「子宮頸がん予防法案」を参院に提出しましたが、次期通常国会に再提出し成案を目指し、全力投球しています。

（1）来年度予算編成にあたって、こうした地方自治体に広がる予防ワクチンについて、我がまちも積極的に取り組むべきと考えるが、市長の考えを伺いたい。

（2）特に予防できる唯一のがんが子宮頸がんであり、検診とワクチン接種を併用すれば「ほぼ100％」発見できるとされています。来年度も乳がん・子宮頸がん検診クーポンの継続実施し、我がまちも「子宮頸がんゼロ」へ挑戦すべきと考えるが、伺いたい。

（3）日本は世界有数の「がん大国」であり、がん対策の柱の一つであるがん検診について、「がん対策基本計画」では２０１１年度までに、受診率「５０％以上」という大きな目標を掲げています。無料クーポンで少し上がっても全国平均は24.5％です。目標年次まであと1年半、我がまちの受診率アップの取り組みについて伺いたい。

<<参考>>

2010/06/04　がん検診、企業アクションを広げよう

2010/06/09　解説ワイド　子宮頸がんから女性のいのちを守る

2010/06/21　小児用肺炎球菌ワクチン　全国初の公費助成が好評―千代田区

2010/07/07　山梨県全市町村に子宮頸がん助成

2010/07/14　広がるワクチン助成

2010/07/15　主張　がん対策推進基本計画

2010/07/19　予防ワクチン、国が積極的に助成を

2010/07/28　子宮頸がんをゼロに

2010/07/31　主張「子宮頸がん予防法案」

2010/08/06　子宮頸がん制圧を　松副代表の予算委員会質疑

